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1. 光熱費を低減する。電気料金は東日本大震災前の水準を数値目標とする。エネ

ルギーへの税や賦課金等は撤廃ないし削減する。
2. 原子力を最大限活用する。全電源に占める比率 50％を長期的な数値目標とする。

3. 化石燃料の安定利用をCO2規制で阻害しない。

4. 太陽光発電の大量導入を停止する。

5. 拙速な EV 推進により日本の自動車産業振興を妨げない。

6. 再エネなどの化石燃料代替技術は、性急な導入拡大をせず、コスト低減を優先する。

7. 過剰な省エネ規制を廃止する。

8. 電気事業制度を垂直統合型に戻す。

9. エネルギーの備蓄およびインフラ防衛を強化する。

10.CO2 排出総量の目標を置かず、部門別の排出量の割当てをしない。

11.パリ協定を離脱しエネルギードミナンス協定を構築する。

１１項目の提言



政府のエネルギー基本計画



日本はオン・トラック？

https://www.env.go.jp/content/000129138.pdf



CO2削減の主因は産業空洞化

• https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/072_honbun.pdf

出典：経団連資料 図表7 産業部門の CO2排出量（電力配分
後・速報値）増減の要因分解

①経済活動量の低下

② CO2排出係数の低下
（エネルギーの低炭素化）

③経済活動量あたりエネルギー使用量
の低下 （省エネ）

https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/072_honbun.pdf


日欧からの産業大脱出

ＢＡＳＦ、中国に１００億ユーロの工場建設。

タルボットで高炉閉鎖。３０００人解雇。

鉄鋼会社は国内工場閉鎖、インドで高炉を建設、
米国の会社を２兆円で買収。



第７次エネルギー基本計画？？？

https://www.env.go.jp/content/000129138.pdf

2035年
▲60%

おぼろげに。。。



提言① 電気料金に数値目標を設定する



電気料金を震災前の産業１４円、家庭２１円に戻す

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2023/02.html#section1



提言②原子力比率を長期的に５０％に高める



発電量当たりの死亡率（死亡数/billion kWh）
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原子力が最も安全



出典：資源エネルギー庁

日本の原子力発電所の現状
2024年1月24日時点

再稼働
は遅々



米国の電力生産コスト

EIA のデータから作成
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電力生産コスト＝建設投資の償却を除いた発電コスト（補修費は含まれている）。
償却済なので、電力生産コストが実際の発電コスト。
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再稼働・運転期間延長は圧倒的に安価



提言③化石燃料の安定利用をCO2で妨げない



化石燃料はエネルギー供給の大黒柱



CO2割り当てが化石燃料利用への投資を妨げる



提言④太陽光発電の大量導入を停止



太陽光発電は二重投資



再生可能エネルギー賦課金

資源エネルギー庁 21

世帯当たり

6万円。



新疆ウイグルのパネル工場と石炭火力



提言⑤拙速なＥＶ推進をしない



内燃機関が世界の主力



日本の基幹である自動車産業



コバルト

レアアース

重要鉱物は中国依存



提言⑥高価な技術を拙速に導入しない



（政府資料）

・規制・支援一体型投資促進策
・10年で150兆円

=GDPの3%
=一人あたり120万円
=世帯あたり360万円

・GX経済移行債20兆
・カーボンプライシング
・GX経済移行推進機構

政府： ＧＸ実現に向けた基本方針



提言⑦過剰な省エネ規制を廃止する。

・煩雑な報告義務

・経済合理的でない
省エネ規制

・CO2規制



提言⑧電気事業制度を垂直統合型に戻す。

「電力システム改革」
・電気事業の解体
・法制度で安定供給を目指す
⇒
・慢性的電力不足
・電気料金高騰
・複雑化する制度

震災前（2010年）の
垂直統合・地域独占型に戻す

垂直統合・地域独占は
電気の物理的性質によるもの。



提言⑨エネルギー備蓄・インフラ防衛の強化



マップはV-DEMより

不穏な世界

民主主義→←権威主義

https://www.democracywithoutborders.org/16165/v-dem-report-2021-global-wave-of-autocratization-accelerates/


強大な中国の通常戦力
https://www.belfercenter.org/sites/default/files/GreatMilitaryRivalry_ChinavsUS_211215.pdf



エネルギー備蓄・インフラ防衛の強化



提言⑩ CO2目標を置かず、CO2割当てをしない。



「強い」以上の勢力になった台風の発生数（青：左軸）と全台風に対する
割合（赤：右軸）。太線は5年間の移動平均。出典：気象庁

気象災害の激甚化など起きていない



気象災害による死亡者は激減している



食料生産に気候危機の兆候など全く無い



https://www.heritage.org/environment/report/global-warming-observations-vs-climate-models

モデル予測は温暖化を過大評価
：ヘリテージ財団

コーンベルトの気温上昇速度(℃/10年）

観測ではこれだけ！

モデルは悉く過大評価



出典：IPCC

CO2 １兆トン＝0.5℃

CO2を出すとどれだけ気温が上がるのか

https://www.ipcc.ch/sr15/graphics/


・１兆トン＝0.5℃ （IPCC)

・日本は年間10億トン

⇒毎年0.5℃の千分の1

=0.0005℃だけ気温上昇

⇒今後25年で0.012℃の気温上昇

・2050年CO2ゼロで0.006℃の気温低下

日本がCO2ゼロにすると・・・

2025 2050

CO2
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提言⑪パリ協定を離脱し、
エネルギードミナンス協定を構築する



パリ不平等非科学協定・・破綻必至

43

途上国： 「責任を取れ。賠
償、防災、削減のため、年間
5兆ドルが条件だ。」

先進国： 「自然災害がCO2のせ

いで激甚化した。気候危機だ。
2030年半減、2050年ゼロに。
年間1000億ドルの支援をする。」



増え続ける世界の化石燃料消費

https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2023/html/2-2-1.html

世界のエネルギー消費量の推移

化石燃料

82%



増え続ける世界のCO2排出

https://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/22/files/CarbonBudget2022_CICERO_press_English.pdf

年間CO2排出量の推移（単位：ギガトン、2022年は推計値 ）

https://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/22/files/CarbonBudget2022_CICERO_press_English.pdf
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中国のデータ出所
https://globalenergymonitor.org/w
p-content/uploads/2023/02/China-
permits-two-new-coal-power-
plants-per-week-in-2022.pdf

https://cigs.canon/article/20230327_7360.html



https://www.donaldjtrump.com/issues/economy

トランプの公約
エネルギードミナンス

光熱費削減
グリーンディールを撤廃

ESGは排除
石炭、石油、ガス採掘

パリ協定脱退



エネルギードミナンスとは

•豊富・安価・安定したエネルギーで、

•自国・友好国の安保と経済を支え、

•敵対国を圧倒し優勢を築く
48



日本離脱でパリ協定は空文化する

京都議定書
•京都合意（1997）

•米国は批准せず

•日本離脱（2010）

＝ 第二約束期間の

数値目標を提出せず

•空文化

パリ協定
•パリ合意（2015)、グラスゴー合意(2019)

•米国離脱(2025)

•日本離脱(2025)  

＝ 2035年の

数値目標を提出せず

•空文化



日米エネルギー・ドミナンス合意

●日米でエネルギー・ドミナンスを確立

①原子力で協力

②石油・ガスの長期契約

③友好国の化石燃料開発支援。国際開発機関も動員。

●日米から多国間協定へ

●国益（安全保障、経済）に根差し、グリーンイデオロ
ギーを排する。CO2削減にもパリ協定より有効。



トランプ政権こそ環境に良い: ヘリテージ財団



ガス、原子力、水力でCO2が減った



https://jp.wsj.com/articles/how-the-
rockefellers-and-billionaire-donors-
pressured-biden-on-lng-exports-9cca1af7

バイデン、天然ガス設備建設の停止

https://www.oxfamamerica.org/explore/people/roishetta-ozane/



オール電化住宅の電気料金
11円 ⇒ 18円 （2009年⇒2020年。kWh当たり）
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安価な原子力でCO2削減が進んだ北海道



原子力・火力なみのコストに

２兆円の原型炉（実証炉）投資で核融合開発を



https://english.hf.cas.cn/nr/ps/202204/t20220412_304060.html

中国の核融合開発（安徽省合肥）


